






















要約:前年度に引き続き将来の母子保健サービスに係わる助産婦教育のあり方と生涯学習

システムについて考察する。

開業助産婦がキャリア開発のために参加可能な研修は、受胎調節実地指導員研修など資格

認定講習会を除くとトピックス的、テーマ別の短期研修が多く、あまり体系化されていな

いのが実態である。開業という独立性の高い活動形態を考えると、連携可能な二次医療機

関を中心とした組織的な研修システムも考えられる。

卒業生の就業の実態から、助産婦業務の中で能力を高めたいと思っている関心事は、業務

の自立度が高くなるほど指導・教育、地域保健へと内容が変化し広がりがみられる。学校

に期待する継続教育では、実践講座や講演会などの開催であり、また現場の状況によって

は、コンサルテーション、スーパーバイズの役割も学校に求められている。

諸外国の助産婦教育の現状を見ると(調査協力団体 11 か国、13 団体)、助産婦教育のあり

方に関与すると思われる諸条件、即ち、各国の母子保健水準の現状、経済レベル、文化レ

ベル、保健医療従事者の種類と数、助産婦制度、助産婦業務内容、一般及び看護の基礎教

育レベル等が複雑に影響しあっており、この結果から日本の助産婦教育のあり方を論じる

ことは難しいが、各国の助産婦協会は、社会的ニーズに対応し、看護教育を基礎とした助

産婦教育の発展をめざして努力していることが伺える。

助産婦の生涯学習の今後の課題は、看護職員の専門家志向の進展のなかで各自のキャリア

形成も明確化されていくであろう。看護職員としての生涯学習体系化のなかで看護職との

整合性をも考慮しながら助産婦職としての専門性を高める方策が求められている。


